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定額減税を補足する給付金（不足額給付金）

Q.不足額給付金とはどのような制度ですか？

Q.不足額給付対象かどうか確認したい。

Q.不足額給付１の支給対象とは？

Q.不足額給付２の支給対象とは？

Q.支給のおしらせの対象者は誰ですか？

Q.確認書の対象者は誰ですか？

Q.申出が必要な人は誰ですか？

Q.当初調整給付の対象だったか知りたい。

Q.定額減税（所得税）に控除しきれない金額があるのか確認したい。

Q.定額減税（住民税）に控除しきれない金額があるのか確認したい。

Q.令和6年度住民税所得割が非課税かつ令和6年分所得税が非課税の
場合、なぜ不足額給付１の対象にはならないのですか？

Q.源泉帳票の「控除外額」に金額が記載されているが、
不足額給付１の対象となりますか？

【関連制度】
定額減税・定額減税しきれないと見込まれる方
への調整給付金（R6年実施済み）

Q.定額減税とは？

Q.定額減税の対象者は？

Q.当初調整給付金とはどのような制度ですか？

Q.当初調整給付金の支給対象は？

Q.「令和6年度分推計所得税額」はどのように算出したのですか？

Q.税の修正申告を行い、税額に修正があった場合は対象になりますか？

目次

Q.いつ時点の税情報で算出されますか。

Q.基準日（令和7年6月１３日）を過ぎてから確定申告または修正申告し、所
得税額に変更があり、定額減税しきれない額がありました。不足額給付はも
らえますか。

Q.令和6年分の所得税等の実額が確定し、当初調整給付が過大に給付
されています。返還する必要がありますか？

Q.令和6年の夏頃にあった「定額減税しきれない方への調整給付金」を受給し
ました。受給した金額について確定申告で申告が必要ですか？



＜不足額給付１＞ 当初調整給付の算定に際し、
令和5年所得等を基にした推計額（令和6年分推
計所得税額）を用いて算定したことなどにより、
令和6年分所得税及び定額減税の実績額等が確
定したのちに、本来給付すべき所要額と当初調
整給付額との間で不足が生じた方に対して、そ
の不足分を1万円単位で切り上げて給付するも
のです。

＜不足額給付２＞ 不足額給付１とは別に、本
人および扶養親族等として定額減税の対象外で
あり、かつ、低所得世帯向けの給付金の対象世
帯の世帯主・世帯員にも該当しなかった方につ
いて原則定額4万円給付するものです。

Q 不足額給付金とはどのような制度です
か？

Q

給与支払報告書、年金支払報告書、確定申告書等
の課税資料から給付額を計算しますので、現時点
で対象となるかについてのお答えは出来かねます。
ご了承ください。

※また、手続き方法に関しましても、現在検討中
です。夏以降、区のHPに詳細を掲載予定です。
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FAQ 不足額給付金

〈目次に戻る〉

不足額給付対象かどうか確認したい。



以下のいずれの要件も満たす方
［要件］
・本人として定額減税の対象外であること。
・扶養親族等として定額減税の対象外であること。
・低所得世帯向け給付（※）の対象世帯の世帯主
又は世帯員に該当してないこと。

※R5非課税給付（7万円）、R5均等割のみ課税給付（10万円）、
R6非課税化給付（10万円）及びR6均等割のみ課税化給付（10万
円）を指します。

 ＜不足額給付２の給付対象となりうる方の例＞
（ア）青色事業専従者、事業専従者（白色）
（イ）合計所得金額48万円超の方

Q 不足額給付２の支給対象とは？Q
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FAQ 不足額給付金

〈目次に戻る〉

不足額給付１の支給対象とは？

当初調整給付金の算定に際し、令和5年所得等を
基にした推計額（令和6年分推計所得税額）を用
いて算定したことなどにより、令和6年分所得税
及び定額減税の実績額等が確定したのちに、本来
給付すべき所要額と、当初調整給付額との間で不
足が生じた方。

〈支給対象となりうる方の例〉
・令和5年所得に比べ、令和6年所得が減少した方
・令和6年中に、扶養親族数等が増加した方
・当初調整給付後の税額修正により、令和6年度
個人住民税所得割額が減少し、当初調整給付額
に不足が生じた方



Q 確認書の対象者は誰ですか？Q
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FAQ 不足額給付金

〈目次に戻る〉

支給のおしらせの対象者は誰ですか？

前回調整給付金を本人口座で受け取られ、今回の
不足額給付の対象になった方です。（一部の方は
確認書の対象となります。）
原則手続きは不要で、前回受給した口座へお振込
みをします。

※法定代理人（成年後見人等）が管理する本人口
座で受給された方は確認書の対象となります。
※代理人口座で受給された方は確認書の対象とな
ります。
※本人口座で受給したが、初回振込で口座不能と
なった方等の一部の方は確認書の対象となります。

令和6年1月1日から令和7年1月1日まで継続して
世田谷区に在住していた方で不足額給付1の要件
を満たす方のうち、支給のお知らせ（はがき）送
付対象外の方です。



Q
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FAQ 不足額給付金

〈目次に戻る〉

申出が必要な人は誰ですか？

以下のいずれかに該当する方は申出が必要です。

≪不足額給付１≫
①令和6年1月1日～令和7年1月1日まで継続して区に在
住していたが、令和7年1月2日以降に国外への転出届を
出された方
②令和6年度住民税が世田谷区から課税されており、令
和6年中に区外へ転出・世田谷区へ再転入し、令和7年
度住民税が世田谷区から課税されている方
③令和6年度住民税は世田谷区に課税権がなく、令和7
年度から世田谷区にて課税となった方（住民登録外課
税者を含む）のうち、当初調整給付金の支給額に不足
が生じる方または新たに不足が生じる方

≪不足額給付２≫
①不足額給付２の要件を満たす方

Q 当初調整給付の対象だったか知りたい。

定額減税の対象者で、定額減税額が、令和6年分
推計所得税額(令和5年分所得税額)または令和6年
度個人住民税所得割額を上回る(定額減税しきれ
ない)方が対象です。支給対象者のうち、マイナ
ポータル等で公金受取口座を登録している方につ
いては、令和6年7月16日に支給のおしらせ（は
がき）を発送し、令和6年8月6日に公金受取口座
へお振込みしています。支給対象者のうち、「支
給のお知らせ」の送付対象にならない方について
は、令和6年8月1日に確認書を送付しています。 
※振込名義名は「セタガヤクチヨウセイキユウフキン」です。

なお、申請受け付けは令和6年9月30日に終了し
ています。
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FAQ 不足額給付金

Q 定額減税（所得税分）しきれない金額があるのか確認したい。

〈目次に戻る〉

※源泉徴収票及び確定申告書に記載された控除外額が必ずしもそのまま給付金額となるとは限りません。
当初調整給付の対象者の場合、差額の支給になるためです。令和６年度住民税所得割０円、令和６年分
所得税０円の場合、控除外額が発生したとしても不足額給付の対象外となります。

給与所得者の場合 年金所得者の場合 確定申告する場合

「源泉徴収時所得税減税控除済額
○○○〇円、控除外額○○○〇円」
と記載されます。定額減税で控除し
きれていない場合は、控除外額に金
額が記載されます。

※年末調整を行った会社の源泉徴収
票に上記の記載がない場合は、会社
の給与担当に定額減税の状況をご確
認ください。

令和7年1月に送付される、公的年
金等の源泉徴収票の摘要欄に「源泉
徴収時所得税減税控除済額○○○○
円、控除外額（控除していない額）
○○○〇円」と記載されます。定額
減税で控除しきれていない場合は、
控除外額に金額が記載されます。

令和6年分確定申告から、㊹「令和
6年分特別税額控除」欄及び㊺
「再々差引所得税額（基準所得税
額）」欄が追加されます。そこで、
【㊹「令和6年分特別控除」ー㊸再
差引所得税額」】を計算することに
より、自身の控除不足額を把握する
ことが可能です。
詳細については、管轄の税務署へご
確認ください。



住民税の定額減税の記載については、令和6年
度住民税の通知書をご確認ください。通知内容
の詳細については、課税自治体の市区町村の住
民税の担当部門にご確認ください。

※令和６年度住民税の通知書に記載された定額
減税に基づく控除不足額が必ずしもそのまま給
付金額となるとは限りません。
当初調整給付の対象者の場合、差額の支給にな
るためです。また、令和5年中の収入が住民税、
所得税ともに0円、令和6年分所得税も0円の場
合、控除不足が発生した場合でも不足額給付の
対象外となります。

Q 定額減税（住民税分）しきれない金額が
あるのか確認したい。
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FAQ 不足額給付金

〈目次に戻る〉

不足額給付は定額減税を補足する給付金である
ため、定額減税の対象ではない住民税所得割非
課税かつ所得税非課税の方は対象外です。

※所得税非課税の方にも源泉徴収票に控除外額が記載
されますが、令和6年度住民税所得割非課税かつ令和6
年分所得税非課税の場合には対象となりませんのでご
注意ください。
所得税非課税の場合の源泉帳票の記載例
「源泉徴収時所得税減税控除済額０円 控除外額30,000円」

※不足額給付１の対象外でも、要件を満たせば不足額
給付２の対象となる可能性があります。

Q
令和6年度住民税所得割が非課税かつ令和
6年分所得税が非課税の場合、なぜ不足額
給付１の対象にはならないのですか？
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FAQ 不足額給付金

Q

例① 当初調整給付額  0円
（定額減税しきれると見込まれていた）

令和6年分所得税の控除外額 30,000円
差額の30,000円が不足額給付で支給

例② 当初調整給付額    30,000円
令和6年分所得税の控除外額 60,000円
差額の30,000円が不足額給付で支給

例③ 当初調整給付額    60,000円
令和6年分所得税の控除外額 30,000円
差額＜０円のため不足額給付対象外

源泉帳票の「控除外額」に金額が記載されているが、不足額給付１の対象となります
か？（不足額給付２の対象についてはこちら）

例④ 当初調整給付額    30,000円
令和6年分所得税の控除外額 30,000円
差額0円のため不足額給付対象外

例⑤ 当初調整給付額          0円
（令和6年度住民税所得割（定額減税前）、
令和6年分推計所得税額ともに０円のため対象外）

令和6年分所得税の控除外額 30,000円
（令和6年分所得税０円（定額減税前））

定額減税の対象外であるため不足額給付１対象外
※要件を満たせば、不足額給付２の対象となる可能性が
あります。

【補足】以下の場合、不足額給付１の対象外です。
令和６年分所得税（定額減税前）、
令和６年度住民税所得割（定額減税前）ともに０円

給与所得者及び、確定申告書で定額減税しきれない額（控除外額）が発生したとしても必ずしも
不足額給付の対象になるとは限りません。

〈目次に戻る〉



令和７年６月１３日時点で区が把握する課税資
料を基に算出しています。

Q いつ時点の税情報で算出されますか。 Q
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FAQ 不足額給付金

基準日（令和7年6月１３日）を過ぎてから確定
申告または修正申告し、所得税額に変更があり、
定額減税しきれない額がありました。不足額給
付はもらえますか。

国の事務処理の原則に則り、事務処理基準日の
翌日以降に申告した、修正申告をしたことによ
り税額変更があった場合でも不足額給付金支給
額の再算定は行いません。
区の方針として、確定申告や給与支払報告書等
は、定められた期日までに提出することが所得
税法や地方税法に明記されているため、期限内
申告の方については確実に情報を捉えて対応で
きるよう、国の示す事務処理基準日6/2より後
ろ倒しの6/13で区の事務処理基準日を定めてい
ます。

〈目次に戻る〉



令和7年以降に確定する令和6年分所得税及び、
定額減税の実績額等が確定し、当初調整給付が
過大に給付となった場合についても、返還を求
めることはありません。

Q
令和６年分の所得税等の実額が確定し、
当初調整給付が過大に給付されています。
返還する必要がありますか？

Q
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FAQ 不足額給付金

令和6年の夏頃にあった「定額減税しきれない
方への調整給付金」を受給しました。受給した
金額について確定申告で申告が必要ですか？

調整給付金は非課税収入のため、申告は必要あ
りません。確定申告書の書き方等については、
管轄の税務署へお尋ねください。

〈目次に戻る〉



定額減税しきれないと見込まれる方
への調整給付金

よくあるご質問（FAQ）
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（参考）現在事業は終了しています。



Q 定額減税とは？

令和6年分の所得税・令和6年度分の個人住民税
について、納税者及びその配偶者を含めた扶養
親族（国内居住者に限ります。）1人につき、
所得税から3万円・個人住民税所得割から1万円
が減税されるものです。

Q 定額減税の対象者は？

定額減税の対象となる方は、令和6年分所得税
の納税者および令和6年度住民税所得割の納税
者である居住者です。

以下の方は対象外です。
・令和6年分所得税が非課税かつ令和6年度住民
税所得割が非課税の方

・令和6年分の合計所得金額が1,805万円超であ
る方（給与収入のみの方の場合、給与収入が
2,000万円超である方）
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FAQ 調整給付金

〈目次に戻る〉



FAQ 調整給付金

Q

調整給付金は令和6年度に実施した「所得税・
個人住民税所得割の定額減税」を十分に受けら
れないとみこまれる方（※）に対し、当該上回
る額の合算額を基礎として1万円単位で切り上
げて支給したものです。

※定額減税可能額が、令和6年分の推計所得税
額又は令和6年度分の個人住民税所得割額を上
回る方

当初調整給付金とはどのような制度で
すか？

Q

納税義務者本人及び配偶者を含めた扶養親族の数に基づ
き算定される定額減税可能額が、令和6年分推計所得税
額又は令和6年度分個人住民税所得割額を上回る方です。

定額減税額可能額

1、所得税 （30,000円×扶養親族＋1）
2、個人住民税分 （10,000円×扶養親族＋1）

但し、令和5年分所得税額に係る合計所得金額、令和6年
度分個人住民税に係る合計所得金額が1,805万円（給与
収入のみの場合、給与収入が2,000万円、「子ども・特
別障害者等を有する者等の所得金額調整控除」の適用を
受ける場合は、2,015万円）以下の方。

当初調整給付金の支給対象は？

14〈目次に戻る〉



FAQ 調整給付金

Q

区が令和6年度住民税の算定に用いる課税資料
の情報（令和6年6月10日時点）をもとに、国が
示す「調整給付のための算定ツール」を用いて
算出しました。

「令和6年度分推計所得税額」はどのよ
うに算出したのですか？

15

Q

当初調整給付金の算定の基礎となる税情報につ
いては、令和6年6月10日を基準日として算出し
ています。令和6年6月11日以降の税額変更につ
いては都度対応をしておらず、一律、令和6年
分所得税額及び定額減税の実績額等が確定した
後、当初調整給付に不足が生じる場合には、令
和7年度に追加で不足分の給付を行います。個
人住民税の年税額が年度途中に修正されたこと
により調整給付に不足が生じた場合も同様に令
和7年度に追加で不足分の給付を行います。

税の修正申告を行い、税額に修正が
あった場合は対象になりますか？

〈目次に戻る〉
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